
マンション管理Q＆A 

Q 区分所有法って何ですか？ 

A 正式には、「建物の区分所有等に関する法律」といって、民法の特別法として昭和 37 年

に制定されました。これを、区分所有法、マンション法などと略称されています。 

区分所有法は、分譲マンション、共同建築ビル、再開発ビルなどのように、1棟の建物を区

分して所有する場合の、その建物と敷地の関係やそれら管理・使用関係などについて定め

られています。 

 

Q 管理組合への加入は必要ですか。  

A 区分所有者は、全員が当然に管理組合の組合員になります。 

区分所有者は、区分所有法第 3 条｛区分所有者は、全員で建物並びにその敷地及び附属施

設の管理を行うための団体を構成し、この法律の定めるところにより、集会を開き、規約

を定め、及び管理者を置くことができる。｝により、法律上当然にその団体の構成員なりま

す。 

◆区分所有者である以上、組合への加入を拒んだり脱退をすることはできません。 

一方管理組合も、区分所有者を組合から除名するようなことはできません。 

 

Q専有部分と共用部分はどのようなに区分されていますか。  

A 専有部分は、区分所有権の目的となり得る建物の部分のことで、その要件として下記 2

つです。 

① 構造上の独立性がある。（1棟の建物のうち構造上区分された部分であること） 

② 利用上の独立性がある。（独立して住居、店舗、事務所又は倉庫その他の建物として用

途に供することができるもの） 

◆マンション標準管理規約では、専有部分の範囲を規定しています。 

（専有部分の範囲） 

第７条 対象物件のうち区分所有権の対象となる専有部分は、住戸番号を付した住戸とす

る。 

２ 前項の専有部分を他から区分する構造物の帰属については、次のとおりとする。 

一 天井、床及び壁は、躯体部分を除く部分を専有部分とする。 

二 玄関扉は、錠及び内部塗装部分を専有部分とする。 

三 窓枠及び窓ガラスは、専有部分に含まれないものとする。 

３ 第１項又は前項の専有部分の専用に供される設備のうち共用部分内にある部分以外の

ものは、専有部分とする 

 



共用部分は、下記の 3つを言います。 

① 専有部分以外の建物の部分 

② 専有部分に属しない建物の附属物（エレベーターなど） 

③ 区分所有法第 4条第 2項で共用部分とされた附属の建物 

 

◆マンション標準管理規約では、別表にして明確にしています。 

別表第２ 共用部分の範囲 

１ エントランスホール、廊下、階段、エレベーターホール、エレベーター室、共用トイレ、

屋上、屋根、塔屋、ポンプ室、自家用電気室、機械室、受水槽室、高置水槽室、パイプス

ペース、メーターボックス（給湯器ボイラー等の設備を除く。）、内外壁、界壁、床スラブ、

床、天井、柱、基礎部分、バルコニー等専有部分に属さない「建物の部分」 

 

 ２ エレベーター設備、電気設備、給水設備、排水設備、消防・防災設備、インターネッ

ト通信設備、テレビ共同受信設備、オートロック設備、宅配ボックス、避雷設備、集合郵

便受箱、各種の配線配管（給水管については、本管から各住戸メーターを含む部分、雑排

水管及び汚水管については、配管継手及び立て管）等専有部分に属さない「建物の附属物」 

 

 ３ 管理事務室、管理用倉庫、清掃員控室、集会室、トランクルーム、倉庫及びそれらの

附属物 

 

Q管理規約がありませんが、今からでも作成できますか。  

 

A作成できます。 

区分所有法第 31条に規約の設定、変更及び廃止に関する定めがあります。規約の設定、変

更及び廃止は、区分所有者及び議決権の各 4 分の 3 以上の多数による集会の決議で可能で

す。 

 

 管理規約は、集会の決議で可能ですが、何でも決めてしまえば良いと言うものではありま

せん。区分所有法 30条規約事項として定められている範囲になります。 

 

◆区分所有法 

（規約事項）  

第30条 建物又はその敷地若しくは附属施設の管理又は使用に関する区分所有者相互間の

事項は、この法律に定めるもののほか、規約で定めることができる。  

 

２  一部共用部分に関する事項で区分所有者全員の利害に関係しないものは、区分所有者



全員の規約に定めがある場合を除いて、これを共用すべき区分所有者の規約で定めること

ができる。  

 

３  前二項に規定する規約は、専有部分若しくは共用部分又は建物の敷地若しくは附属施

設（建物の敷地又は附属施設に関する権利を含む。）につき、これらの形状、面積、位置関

係、使用目的及び利用状況並びに区分所有者が支払った対価その他の事情を総合的に考慮

して、区分所有者間の利害の衡平が図られるように定めなければならない。  

 

４  第一項及び第二項の場合には、区分所有者以外の者の権利を害することができない。  

 

５  規約は、書面又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものとして法務省令で定めるものをいう。以下同じ。）により、これを作成しなけれ

ばならない。 

  

（規約の設定、変更及び廃止） 

 

 第 31 条 規約の設定、変更又は廃止は、区分所有者及び議決権の各四分の三以上の多数

による集会の決議によってする。この場合において、規約の設定、変更又は廃止が一部の

区分所有者の権利に特別の影響を及ぼすべきときは、その承諾を得なければならない。  

 

２  前条第二項に規定する事項についての区分所有者全員の規約の設定、変更又は廃止

は、当該一部共用部分を共用すべき区分所有者の四分の一を超える者又はその議決権の四

分の一を超える議決権を有する者が反対したときは、することができない。 

 

◆マンション標準管理規約 

管理組合が、管理規約の設定や変更を行う際に参考としたいのが、国土交通省で発表して

いる「マンション標準管理規約」です。 

 

Q管理組合の法人化はどんなときに必要ですか。 

  

A管理組合が法人化する最大のメリットは、管理組合名で不動産を購入し、登記ができるこ

とです。 

 

法人格のない団体には不動産登記能力が認められていないことから、個人名義で登記せざ

るを得なくなります。結果、管理組合の財産と個人の財産との区分が不明確になるおそれ



があります。この様な場合に、管理組合が法人格を持つことによって法人としての登記が

可能となるわけです。 

 一方で、法人化によるデメリットとしては下記の項目があります。 

○管理組合法人を代表する理事の登記（変更登記も必要） 

○法人住民税の均等割の課税（免除している地方自治体もあり） 

  

その他では、管理組合法人になると、①財産目録を作成し、事務所に備え置くこと、②区

分所有者名簿も同様に備え置き、組合員の変更があるたびに訂正しなければなりません。 

 

 また、管理組合法人の理事等が次の行為をした場合には、20万円以下の過料に処する規定

があります。 

①登記事項についてその登記を怠ったとき 

②財産目録を作成せず、又は財産目録に不正の記載若しくは記録をしたとき 

③理事若しくは監事がかけた場合において、その選任手続きを怠ったとき等 


